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3日・文化の日　23日・勤労感謝の日　
（霜月）NOVEMBER

11 2026（令和8年）

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月

商業登記電子証明書に「リモート署名方式」導入　商業登記電子証明書は、会社の代
表者であることを証明するための電子証明書です。今年7月、新しい利用方法として「リ
モート署名方式」が始まりました。これまでの形式よりセキュリティが向上するとともに、
スマートフォンのGビズIDアプリを用いてオンラインで電子署名を付与できます。

国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請� �

� 11月16日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�

� 11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の�

中間申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告�

（年3回の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付� �

� 都道府県の条例で定める日
※税を考える週間　11月11日〜11月17日
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基
礎
控
除
な
ど
の
引
上
げ

⑴　

基
礎
控
除

　

所
得
税
額
の
計
算
を
す
る
際
に
、

総
所
得
金
額
な
ど
か
ら
差
し
引
く
こ

と
が
で
き
る
控
除
の
１
つ
に
基
礎
控

除
が
あ
り
ま
す
。
基
礎
控
除
は
、
納

税
者
本
人
の
合
計
所
得
金
額
に
応
じ

て
決
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

基
礎
控
除
に
つ
い
て
は
、
令
和
７

年
度
税
制
改
正
で
も
引
き
上
げ
ら
れ

ま
し
た
が
、
令
和
８
年
度
税
制
改
正

で
さ
ら
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た（
図
表
１
参
照
）。

⑵　

給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額

の
引
上
げ

　

給
与
所
得
の
金
額
は
、
源
泉
徴
収

さ
れ
る
前
の
給
与
等
の
収
入
金
額
か

ら
給
与
所
得
控
除
額
を
差
し
引
い
て

算
出
し
ま
す
。

　

こ
ち
ら
も
令
和
７
年
度
税
制
改
正

に
引
き
続
き
、
令
和
８
年
度
税
制
改

正
で
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額

が
さ
ら
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
令
和
８

年
分
と
９
年
分
に
つ
い
て
は
、
最
低

保
障
額
が
74
万
円
に
な
り
ま
し
た（
図

表
２
参
照
）。

⑶　
扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件
の
改
正

　

基
礎
控
除
額
の
引
上
げ
に
伴
い
、

扶
養
控
除
等
の
対
象
と
な
る
扶
養
親

族
等
の
所
得
要
件
が
改
正
さ
れ
ま
し

た
（
図
表
３
参
照
）。
ま
た
、
給
与

所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の
引
上
げ

に
伴
い
、
家
内
労
働
者
等
の
事
業
所

得
等
の
所
得
計
算
の
特
例
に
つ
い

て
、
必
要
経
費
に
算
入
す
る
金
額
の

最
低
保
障
額
が
65
万
円
か
ら
69
万
円

に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の

引
上
げ
と
扶
養
親
族
等
の
所
得
要
件

の
改
正
に
よ
り
、
親
族
等
の
合
計
所

得
金
額
に
応
じ
た
配
偶
者
特
別
控
除

額
と
特
定
親
族
特
別
控
除
額
は
、
図

表
４
の
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

⑷　

適
用
開
始
日

　

こ
れ
ら
の
改
正
は
原
則
と
し
て
令

和
８
年
12
月
１
日
に
施
行
さ
れ
ま

す
。
月
々
の
源
泉
徴
収
事
務
は
令
和

８
年
11
月
ま
で
は
従
来
ど
お
り
で
、

令
和
８
年
12
月
の
年
末
調
整
等
で
改

正
を
反
映
し
て
精
算
し
ま
す
。

～
年
末
調
整
・
確
定
申
告
で
要
確
認
～

～
年
末
調
整
・
確
定
申
告
で
要
確
認
～

所
得
税
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

所
得
税
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　
令
和
８
年
度
税
制
改
正
で
は
、
所
得
税
の
基
礎
控
除
の

　
令
和
８
年
度
税
制
改
正
で
は
、
所
得
税
の
基
礎
控
除
の

引
上
げ
や
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の
引
上
げ
な
ど
、

引
上
げ
や
給
与
所
得
控
除
の
最
低
保
障
額
の
引
上
げ
な
ど
、

様
々
な
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

様
々
な
改
正
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
年
末
調
整
や
確
定
申
告
の
時
期
を
迎
え
る
に
あ
た
り
、

　
年
末
調
整
や
確
定
申
告
の
時
期
を
迎
え
る
に
あ
た
り
、

こ
れ
ら
の
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
ま
す
。

こ
れ
ら
の
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
ま
す
。

R7 年
95 万円

R7 年
88 万円

R7 年
68 万円

R7 年
63 万円

R7 年
58 万円

104 万円 104 万円104 万円

67 万円 62 万円

合計所得金額

図表１　基礎控除の引上げのイメージ（令和 8・9年分）

基
礎
控
除
額

132万円 336 万円 489 万円 655 万円 2,350 万円

図表２　給与所得控除の改正

給与等の収入金額
給与所得控除額

令和８・９年分 令和７年分
190万円以下 74万円 65万円

190万円超　220万円以下 74万円 収入金額×30％＋８万円
220万円超　360万円以下 収入金額×30％＋	 ８万円
360万円超　660万円以下 収入金額×20％＋	 44万円
660万円超　850万円以下 収入金額×10％＋110万円
850万円超 195万円（上限）
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通
勤
手
当
の
非
課
税
限
度
額

　

通
勤
の
た
め
に
自
動
車
な
ど
の
交

通
用
具
を
使
用
し
て
い
る
給
与
所
得

者
に
支
給
す
る
通
勤
手
当
の
非
課
税

限
度
額
に
つ
い
て
、
通
勤
距
離
が
片

道
65
㎞
以
上
の
人
の
１
か
月
当
た
り

の
非
課
税
限
度
額
が
引
き
上
げ
ら
れ

ま
し
た
。

　

ま
た
、
一
定
の
要
件
を
満
た
す
駐

車
場
等
を
利
用
し
て
い
る
人
に
支
給

す
る
通
勤
手
当
に
つ
い
て
は
、
通
勤

距
離
が
片
道
２
㎞
未
満
で
あ
る
人
を

除
き
、
距
離
に
応
じ
た
非
課
税
限
度

額
と
１
か
月
当
た
り
の
駐
車
場
等
の

料
金
相
当
額
（
上
限
５
０
０
０
円
）

と
の
合
計
額
が
、
非
課
税
に
な
り
ま

す
。
一
定
の
要
件
を
満
た
す
駐
車
場

等
と
は
、
通
勤
の
た
め
に
使
用
す
る

交
通
用
具
の
駐
車
の
た
め
の
施
設
の

う
ち
、
通
勤
手
当
の
支
払
い
を
受
け

る
人
の
勤
務
す
る
場
所
の
周
辺
ま
た

は
そ
の
人
が
通
勤
の
た
め
に
利
用
す

る
交
通
機
関
の
駅
な
ど
の
施
設
の
周

辺
に
あ
る
も
の
を
い
い
ま
す
。

　

こ
の
改
正
は
、
令
和
８
年
４
月
１

日
以
後
に
支
払
わ
れ
る
べ
き
通
勤
手

当
に
つ
い
て
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
同
日
前
に
支
払
わ
れ
る
べ

き
通
勤
手
当
の
差
額
と
し
て
追
加
支

給
す
る
も
の
は
除
き
ま
す
。

食
事
の
現
物
支
給

　

役
員
や
使
用
人
が
使

用
者
か
ら
食
事
の
現
物

支
給
を
受
け
る
場
合
、

従
来
は
、
①
そ
の
役
員

や
使
用
人
か
ら
実
際
に

徴
収
し
て
い
る
対
価
の

額
が
、
そ
の
食
事
の
価

額
の
50
％
相
当
額
以
上

で
あ
る
こ
と
、
②
そ
の

食
事
の
価
額
か
ら
実
際

に
徴
収
し
て
い
る
対
価

の
額
を
控
除
し
た
残
額

が
月
額
３
５
０
０
円
以

下
で
あ
る
こ
と
、
の
２

つ
の
要
件
を
満
た
す
と

き
は
、
そ
の
役
員
や
使

用
人
が
食
事
の
支
給
に

よ
り
受
け
る
経
済
的
利

益
は
な
い
も
の
と
さ
れ

て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
取
扱
い
の
う
ち

①
は
従
来
ど
お
り
で
す

が
、
②
の
非
課
税
限
度

額
が
月
額
７
５
０
０
円

に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し

た
。

　

ま
た
、
使
用
者
が
深
夜
勤
務
に
伴

う
夜
食
の
現
物
支
給
に
代
え
て
支
給

す
る
金
銭
に
つ
い
て
、
所
得
税
が
非

課
税
と
さ
れ
る
１
回
の
支
給
額
が
３

０
０
円
以
下
か
ら
６
５
０
円
以
下
に

引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
は
、
令
和
８
年
４
月
１
日

以
後
に
支
給
す
る
食
事
等
に
つ
い
て

適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

図表 4　改正後の配偶者特別控除額・特定親族特別控除額

配偶者又は　
特定親族の　
合計所得金額

配偶者特別控除額
特定親族
特別控除額

所得者の合計所得金額

900 万円以下 900 万円超　
950 万円以下

950 万円超
1,000 万円以下

062 万円超　085 万円以下
38 万円 26 万円 13 万円

63 万円
085 万円超　090 万円以下 61 万円
090 万円超　095 万円以下 51 万円
095 万円超　100 万円以下 36 万円 24 万円 12 万円 41 万円
100 万円超　105 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円 31 万円
105 万円超　110 万円以下 26 万円 18 万円 9万円 21 万円
110 万円超　115 万円以下 21 万円 14 万円 7万円 11 万円
115 万円超　120 万円以下 16 万円 11 万円 6万円 6万円
120 万円超　123 万円以下

11 万円 8万円 4万円
3万円

123 万円超　125 万円以下
125 万円超　130 万円以下 6万円 4万円 2万円
130 万円超　133 万円以下 3万円 2万円 1万円

図表3　扶養親族等の所得要件

扶養親族等の区分
所得要件注

改正後 改正前
・扶養親族
・同一生計配偶者
・ひとり親の生計を一にする子

62万円以下 58万円以下

・特定親族 62万円超 123万円以下 58万円超 123万円以下
・配偶者特別控除の対象となる
　配偶者 62万円超 133万円以下 58万円超133万円以下

・勤労学生 89万円以下 85万円以下
注�　合計所得金額（ひとり親の生計を一にする子については総所得金額等の合計額）
の要件をいいます。
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ふ
る
さ
と
納
税
は
、
自
分
の
故
郷

や
応
援
し
た
い
自
治
体
へ
寄
附
を
行

い
、
寄
附
金
控
除
に
よ
っ
て
所
得
税

や
住
民
税
が
控
除
さ
れ
る
制
度
で

す
。
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
確
定

申
告
が
必
要
で
す
が
、
確
定
申
告
を

行
う
必
要
が
な
い
給
与
所
得
者
な
ど

が
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
場
合
、
確

定
申
告
を
し
な
く
て
も
控
除
を
受
け

ら
れ
る「
ふ
る
さ
と
納
税
ワ
ン
ス
ト
ッ

プ
特
例
制
度
」が
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
特
例
は
１
月
か
ら
12
月
ま
で

の
間
に
ふ
る
さ
と
納
税
の
寄
附
先
が

５
自
治
体
以
内
の
人
が
利
用
で
き
る

制
度
で
、
ふ
る
さ
と
納
税
を
行
う
際

に
各
寄
附
先
に
特
例
の
適
用
に
関
す

る
申
請
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。
特
例
を
適
用
す
る
と
所
得
税

か
ら
の
控
除
は
発
生
せ
ず
、
ふ
る
さ

と
納
税
を
行
っ
た
翌
年
の
６
月
以
降

に
支
払
う
住
民
税
の
減
額
と
い
う
形

で
控
除
が
行
わ
れ
ま
す
。

ふ
る
さ
と
納
税
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
特
例
制
度

　年末調整で生命保険料控除や地震保険料
控除などの適用を受ける場合には、保険会
社などから書面により交付を受けた控除証
明書などを申告書に添付等する必要があり
ます。控除証明書は、毎年10月中旬頃か
ら11月上旬頃にかけて、保険会社などか
ら順次発送されます。
　現在は、保険会社が控除証明書を電子
データで交付し、従業員は電子データの控
除証明書を勤務先に電子データのまま提出
することができるようになりました。しか
し、事業主側が電子データを受け付けるこ
とができない場合などは、国税庁が提供し
ている「QRコード付証明書等作成システム」
を利用して、電子データを書面で出力して
提出を受けることもできます。
　QRコード付証明書等作成システムは、
スマートフォンは推奨環境外ですので、推
奨環境を確認して利用してください。

税務の豆知識  
年末調整で使用する控除証明書

　中小企業者の円滑な事業承継を支援する
ため、法人の場合、非上場株式等に係る相
続税や贈与税の納税が猶予・免除される法
人版事業承継税制があります。平成30年
度の税制改正で、事業承継税制が10年間
限定で大きく拡充されました。
　この改正で創設された法人版事業承継税
制の「特例措置」は、事前に特例承継計画
を都道府県に提出する必要があります。こ
の特例承継計画を提出した事業者で、平成
30年1月1日から令和9年12月31日ま
でに贈与や相続により会社の株式等を取得
した経営者が、特例措置の対象になります。
会社の株式等を承継した後は、贈与税や相
続税の申告期限の2か月前までに都道府県
に認定申請を行い、認定書の写しとともに
贈与税や相続税の申告書を提出します。
　税務申告後5年以内は、都道府県と税務

署へ毎年報告をし、6年目以後は税務署に
3年に1度報告を行います。
　特例措置のポイントは、対象株式数の上
限を撤廃し、猶予割合を100％に拡充する
ことで、承継する株式等に係る贈与税や相
続税のすべてが納税猶予の対象となったこ
とや、親族外を含むすべての株主から代表
者である後継者（最大3人）への贈与や相
続が対象となったことです。また、雇用要
件も見直され、雇用維持ができなかった場
合でも納税猶予が継続可能になりました。
さらに、将来、事業を売却や廃業する際に
株価が下落していた場合は、その株価を基
に納税額を再計算し、事業承継時の株価を
基に計算された納税額との差額が免除され
ます。
　特例承継計画の提出については、令和8
年度の税制改正で、令和9年9月30日ま
で（改正前：令和8年3月31日まで）に延
長されました。ただし、特例措置の適用期
限は延長されていませんので、ご注意くだ
さい。
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